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「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22年度 12月７日閣議決定）への対応 

 

  「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）（以下「基本方

針」という。）のうち、個別に措置を講ずべきとされた事項についての対応は以下のとおりである。 

 

  (1) 証券化支援事業 

    ① ＡＬＭリスク対応出資金の国庫返納 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          平成19年度から平成21年度に国から出資されたＡＬＭリスク対応出資金480億円のうち、

事業量の推移及びＭＢＳの超過担保率（フラット３５を安定的に供給するための超過担保額

の発行額に対する比率）等を踏まえ、必要最低額を残し、国庫納付する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 24 年３月 16 日に 113 億円を国庫納付済みである。 

    ② 金利変動準備基金の国庫納付 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          金利変動準備基金 450 億円についても、フラット３５の事業量の推移等を踏まえ、必要最

低額を残し、国庫納付する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 24 年３月 16 日に 106 億円を国庫納付済みである。 

           

  (2) 住宅融資保険事業 

    ① 廃止 

      ア 実施時期 

          平成 24 年度から実施 

      イ 基本方針の内容 

          平成 21 年４月の「経済危機対策」により平成 23 年度まで保険料率引下げ（平成 21 年 12

月の「緊急経済対策」において、平成 22 年 12 月まで引下率上乗せ）が行われているところ

であり、経済対策終了後に、現行の事業は廃止し、不要となる政府出資金は国庫納付する。   

ただし、証券化支援事業と連動して実施する必要のある事業等（フラット 35 に係るつな

ぎ融資・パッケージ融資等に対する付保）に限り、民間による代替が可能となるまでの措置

として行う。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 
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          住宅融資保険事業については、平成 24 年度から、証券化支援事業と連動して行う必要のあ

る事業等（フラット３５に係るつなぎ融資・パッケージ融資等に対する付保）に限定し、民

間による代替が可能となるまでの措置として行っている。不要となった政府出資金について

は、平成 24 年 11 月 21 日に 234 億円を国庫納付済みである。 

    ② 高齢者向け住宅に係る新たな仕組みの構築 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度から実施 

      イ 基本方針の内容 

          高齢者向け住宅（医療や介護と連携した「高齢者支援サービス付き住宅」（仮称））につい

て、他省庁との連携も含めその仕組みを見直すこととし、これについて新たな法制化措置が

採られる場合には、スクラップ・アンド・ビルドを徹底した上で、これに関連する融資保険

を実施する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 23 年 10 月 20 日に「高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律」

（平成 23 年法律第 32 号）が施行されたことを受けて、サービス付き高齢者向け住宅の入居

一時金についての民間金融機関のリバースモーゲージを付保対象とする住宅融資保険事業を

実施している。なお、平成 24 年度から、従来の住宅融資保険事業は廃止し、証券化支援事業

と連動して行う必要のある事業等に限定し、民間による代替が可能となるまでの措置として

行っている。 

   

  (3) 住宅資金貸付事業 

    ① 賃貸住宅融資の廃止 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度から実施 

      イ 基本方針の内容 

          現行の賃貸住宅融資について、平成 23 年度に廃止する。ただし、証券化支援事業において

特に取得促進を行っている省エネ性能の高い住宅の供給に関連する融資事業に限り、民間に

よる代替が可能となるまでの措置として行う。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 23 年度から、従来の賃貸住宅融資は廃止し、証券化支援事業において特に取得促進を

行っている省エネ性能の高い住宅の供給に関連する賃貸住宅への融資事業に限り、民間の代

替が可能となるまでの措置として行っている。 

    ② 高齢者向け住宅に係る新たな仕組みの構築 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度から実施 

      イ 基本方針の内容 
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          高齢者向け住宅（医療や介護と連携した「高齢者支援サービス付き住宅」（仮称））につい

て、他省庁との連携も含めその仕組みを見直すこととし、これについて新たな法制化措置が

採られる場合には、スクラップ・アンド・ビルドを徹底した上で、これに関連する融資を実

施する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          従来の賃貸住宅融資は廃止し、平成 23 年 10 月 20 日に「高齢者の居住の安定確保に関する

法律等の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 32 号）が施行されたことを受けて、同年

11 月７日からサービス付き高齢者向け住宅として登録された賃貸住宅への融資業務を実施

している。 

    ③ まちづくり融資の廃止 

      ア 実施時期 

          平成 24 年度から実施 

      イ 基本方針の内容 

          まちづくり融資について、平成 21 年４月の「経済危機対策」による平成 23 年度末までの

融資条件緩和措置が終了後に、現行の事業は廃止し、不要となる政府出資金は国庫納付する。  

ただし、権利調整が難しく、事業が長期化するマンション建替え事業等について中小事業

者が実施するものに限り、民間による代替が可能となるまでの措置として行う。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          まちづくり融資については、平成 24 年度から、権利調整が難しく、事業が長期化するマン

ション建替え事業等について中小事業者が実施するものに限定し、民間による代替が可能と

なるまでの措置として行っている。不要となった政府出資金については、平成 24年 11 月 21

日に７億円を国庫納付済みである。          

  

  (4) 住情報提供事業 

      廃止 

    ① 実施時期 

        平成 23 年度から実施 

    ② 基本方針の内容 

        事業を廃止し、民間にゆだねる（当該事業には、証券化支援事業等の各事業の実施に係る情

報提供は含まない。）。 

    ③ 基本方針を踏まえた対応 

        住まいづくりに関する情報サイトを除き、平成 23 年３月末に廃止し、当該情報サイトについ

ては、平成 23 年７月 26 日に廃止した。 

         

  (5) 不要資産の国庫返納 

    ① ＡＬＭリスク対応出資金（再掲） 
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      ア 実施時期 

          平成 23 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          平成19年度から平成21年度に国から出資されたＡＬＭリスク対応出資金480億円のうち、

事業量の推移及びＭＢＳの超過担保率（フラット３５を安定的に供給するための超過担保額

のＭＢＳ発行額に対する比率）等を踏まえ、必要最低額を残し、国庫納付する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 24 年３月 16 日に 113 億円を国庫納付済みである。 

    ② 金利変動準備基金の国庫返納（再掲） 

      ア 実施時期 

          平成 23 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          金利変動準備基金 450 億円についても、フラット３５の事業量の推移等を踏まえ、必要最

低額を残し、国庫納付する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 24 年３月 16 日に 106 億円を国庫納付済みである。 

    ③ 証券化支援事業に係る政府出資金 2,000 億円 

      ア 実施時期 

          平成 22 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          平成 21 年度第 1次補正予算の執行の見直しにおいて、平成 23 年度までの事業量見込みを

見直したことにより決定した国庫納付額（2,000 億円）について、確実に返納する。 

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 23 年３月 14 日に国庫納付済みである。 

    ④ まちづくり融資に係る政府出資金 300 億円 

      ア 実施時期 

          平成 22 年度中に実施 

      イ 基本方針の内容 

          平成 21 年度第 1次補正予算の執行の見直しにおいて、平成 23 年度までの事業量見込みを

見直したことにより決定した国庫納付額（300 億円）について、確実に返納する。  

      ウ 基本方針を踏まえた対応 

          平成 23 年３月 14 日に国庫納付済みである。 

           

  (6) 事務所等の見直し 

      見直し計画を早期に策定 

    ① 実施時期 
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        平成 22 年度から実施 

    ② 基本方針の内容 

        平成 22 年度中に、本部、事務所、宿舎、借上事務所等の全資産について、保有及び借上げの

妥当性について検証した上で、見直し計画を早期に策定し、事務所、宿舎等の統廃合を検討す

る。 

    ③ 基本方針を踏まえた対応 

        保有事務所等の見直しについては、第２期中期計画において、全国を 11ブロックに分けてい

る現在の支店体制について、業務量に応じた効率的・効果的な体制となるよう統廃合を含めた

配置等の見直しを進めるとしたところであり、見直し計画については策定済みである。 

また、職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎見直し計画」（平成 24 年４月３日行政

改革実行本部決定）に基づき、平成 28 年度末までに、第２期中期計画において処分するとした

保有宿舎３宿舎に加え、保有宿舎 15 宿舎（91 戸）及び借上宿舎 13 戸を廃止する宿舎見直し計

画を平成 24 年 12 月に策定した。 

   

  (7) 職員宿舎等の見直し 

      職員宿舎及び公庫総合運動場の処分 

    ① 実施時期 

        平成 22 年度から実施 

    ② 基本方針の内容 

        職員宿舎及び公庫総合運動場について、売却を進める。 

    ③ 基本方針を踏まえた対応 

         職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎見直し計画」（平成 24 年４月３日行政改革実

行本部決定）に基づき、平成 28 年度末までに、第２期中期計画において処分するとした保有宿

舎３宿舎に加え、保有宿舎 15 宿舎（91 戸）及び借上宿舎 13 戸を廃止する宿舎見直し計画を平

成 24 年 12 月に策定した。 

また、売却を進めるとしていた公庫総合運動場について、隣接する国有地の処分を参照し、

公共用、公用又は公益事業の用を目的として売却相手先を選定するための公募を行った（公募

期間：平成 24 年 12 月 21日から平成 25 年３月 21 日までホームページに掲載）。その結果、学

校法人を売却相手先として決定し売却手続を進めた（平成 25 年４月 24 日資金決済完了）。 

   

  (8) 人件費の見直し 

      ラスパイレス指数の低減 

    ① 実施時期 

        平成 22 年度から実施 

    ② 基本方針の内容 

        職員本俸や管理職手当の見直し等によりラスパイレス指数を引き下げる取組を着実に実施す
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るとともに、人件費全体の抑制を更に図る。 

    ③ 基本方針を踏まえた対応 

        平成 24 年度においては、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成 24 年

法律第２号）に基づく国家公務員の給与の見直しに準じ、平成 24 年８月から職員の本俸月額の

引下げ（平均改定率：▲0.23％）及び給与減額支給措置を実施（役員の報酬減額支給措置は同

年４月から実施）するとともに、給与体系の見直しを含めた人事・給与制度改革（給与表の最

高号俸を 81 号俸に短縮したことに伴う該当職員の定期昇給停止）を実施した。また、給与水準

適正化に向け、次の取組を実施した。 

ア 平成 24 年 12 月賞与において給与改定及び給与減額支給措置の調整措置の実施（これに伴

い、給与減額支給措置の実施期間の終期は、平成 26 年７月から同年３月に繰上げ） 

イ 管理職定年制（平成 24 年度末に 55 歳超となる一定の管理職を非管理職とし、給与水準を

７割程度に引下げ）の実施 

また、平成 25 年度以降も政府における総人件費削減の取組を踏まえつつ、管理職定年制等従

来の取組の継続及び給与体系の見直しを含めた人事・給与制度改革（※)の実施等により人件費

の見直しを行うとともに、給与水準の適正化に向けた更なる取組を進め、平成 28年度までに年

齢・地域・学歴を勘案した対国家公務員指数を国家公務員と同程度としていくことを目指す。 

※従来の職種（業務職）を廃止し、新職種（ビジネスキャリア職）を創設（給与水準は従来と

比較し、概ね１割程度引下げ）。 
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（参考資料）平成24年度監事監査報告書
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平成24年度

監事監査報告書

平成25年６月

独立行政法人住宅金融支援機構
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独立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号）第19条第４項の規定に基づ

き、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの平成24年度の業務に関して監査を

実施したので、次のとおり報告する。

平成25年６月21日

独立行政法人住宅金融支援機構

監事 伯耆 逸夫

監事 久保田 宏明

監事 棚橋 裕之

Ⅰ 決算監査

１ 監査対象

平成24年度決算に係る事項

２ 監査実施期間

平成24年７月～平成25年６月

３ 監査の方針

財務諸表等の監査においては、執行部門から報告を受けて重点的な事項を監査す

るとともに、職業的専門家である会計監査人が行う監査の方法及び結果の相当性を

評価した上でその監査結果を活用する。

４ 監査の手法及び実施時期

(1) 役員会における確認

平成24年８月21日（平成24年度決算見込み報告(全勘定) 、同年11月27日（平）

成24年度決算見込み報告(全勘定) 、平成25年２月26日（平成24年度決算見込み）

報告(全勘定) 、同年５月14日（平成24年度決算方針（案 、同年６月４日（平） ））

成24年度期末の貸付債権等に係る自己査定結果報告 、同年６月11日（平成24年）

度決算概要報告）及び同年６月21日（平成24年度決算(案)）

(2) 監事の決算担当部署への個別インタビュー及び決算関係書類の確認

① 個別インタビュー

（ ）、 （ 、 、平成24年10月11日 財務企画部 平成25年５月24日 財務企画部 審査部

債権管理部 、同年５月27日（監査部、リスク統括部、まちづくり推進部）及）

び同年６月７日（財務企画部）

② 決算関係書類の確認

平成25年５月20日～同年６月21日

(3) 会計監査人とのディスカッション、個別インタビュー及び監査結果報告

① ディスカッション

平成24年11月28日、平成25年１月25日及び同年４月12日
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② 個別インタビュー

平成25年６月17日

③ 監査結果報告

平成25年６月21日

５ 監査意見書

(1) 提出日

平成25年６月21日

(2) 内容

次のとおり。

独立行政法人住宅金融支援機構

理事長 宍戸 信哉 殿

平成24年度決算に関する監査意見書

私たち監事は、独立行政法人通則法第19条第4項の規定に基づき、独立行政法人住宅金融支援機構

（以下単に「機構」という ）の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの平成24年度における事業。

報告書、財務諸表（法人単位及び勘定別の貸借対照表、法人単位及び勘定別の損益計算書、法人単位

及び勘定別のキャッシュ・フロー計算書、勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類（案 、）

法人単位及び勘定別の行政サービス実施コスト計算書並びに法人単位及び勘定別の附属明細書をい

う。以下同じ ）及び決算報告書（法人単位及び勘定別の決算報告書をいう。以下同じ ）について、。 。

監査を実施した。

その結果を次のとおり報告する。

１ 監査の方法の概要

役員会その他重要な会議に出席するほか、執行に携わる役員等から内部統制の状況及び事業の報

告を受け、重要な決裁書類等を閲覧した。

また、決算担当部署から当該年度に係る事業報告書、財務諸表及び決算報告書について報告及び

説明を受けた。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めた。併せ

て、会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制 （会社計算規則第」

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準 （平成17年10月28日企業会計審議会）等」

に従って整備している旨の通知を受けた。

以上の方法に基づき、当該年度に係る事業報告書、財務諸表及び決算報告書について検討した。

２ 監査の結果

(1) 事業報告書は、機構の事業運営の状況を正しく表示しているものと認める。

(2) 財務諸表（勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）を除く ）は 「独立行政法。 、

人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に準拠して作成されており、機構の平成25年3

月31日現在の財政状態並びに平成24年度の運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービ
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ス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

（ ） 、 。勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類 案 は 法令に適合しているものと認める

なお、監査を実施した範囲においては、財務諸表の重要な虚偽をもたらす不正及び誤謬並びに

違法行為の存在は認められない。

(3) 決算報告書は、機構理事長による平成24年度の予算の区分に従って決算の状況を正しく表示し

ているものと認める。

(4) 会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認める。

平成25年６月21日

独立行政法人住宅金融支援機構

監事 伯耆 逸夫

監事 久保田 宏明

監事 棚橋 裕之

Ⅱ 業務監査

１ 監査テーマ

(1) 内部統制システムの構築・運用

機構の内部統制システムの構築・運用の状況が十分であるかどうか。特に、本

店内での統制状況、本店による支店への統制状況及び支店内での統制状況が適切

かどうかを監査する。

(2) 組織・業務運営

重点分野（証券化支援事業、債権管理業務、業務の質的向上や効率化を目指し

た取組）の態勢整備・運用の状況が十分であるかどうか。特に、有効性・効率性

の観点から適切かどうかを監査する。

(3) 既往指摘事項等への対応状況

平成23年度の業務監査で指摘した事項を含め、平成24年度に実施する業務監査

の指摘事項への対応状況を確認・検証していく。

２ 監査の手法

(1) 役員会等の重要な会議への出席

(2) 内部統制の状況その他業務執行に関する役員との意見交換

(3) 業務の執行状況等に関する本店各部長及び各支店長の「自己評価シート」等に

基づく言明の監査

(4) 本店各部及び各支店の実地監査における業務の執行状況のインタビュー及び資

料等の閲覧

(5) 重要な決裁文書等の閲覧、必要と認めた事項に関する資料の閲覧、当該資料に

関する関係部署からの報告聴取等
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３ 被監査部署及び実施期間

被監査部署 実施期間

支店監査

東北支店 平成24年７月４日～６日

北関東支店 〃 ７月19日～20日

首都圏支店 〃 ８月１日～３日

近畿支店 〃 ８月30日～31日

支店長インタビュー

北海道支店 平成24年10月１日

中国支店 〃 10月１日

九州支店 〃 10月１日

東海支店 〃 10月３日

四国支店 〃 10月19日

本店監査（中間）

本店各部 平成24年９月20日～

10月18日

理事長代理及び各理事との意見交換 〃 10月22日～

10月25日

理事長及び副理事長との意見交換 〃 11月22日

役員会で中間取りまとめ結果を報告 〃 11月27日

支店監査

北陸支店 平成24年11月29日～30日

南九州支店 〃 12月13日～14日

本店監査（最終）

本店各部 平成25年１月23日～

２月１日

理事長代理及び各理事との意見交換 〃 ２月22日

理事長及び副理事長との意見交換 〃 ２月28日

役員会で最終結果を報告 〃 ３月５日

４ 監査結果

(1) 内部統制システムの構築・運用

理事長は、職員とのコミュニケーションを重視し、本支店の職員との意見交換

を積極的に行うことにより機構の現場の状況や課題を直接的に把握するととも

に、機構内外の環境やリスクの状況等を踏まえ、経営に関する重要な事項につい

、 。て 原則として毎週開催される役員会での議論を踏まえて意思決定を行っている

また、機構の取り組むべき課題について定期的に全役職員にメッセージを発信

するなどの内部統制を行いつつ、機構の業務運営を行っている。

① 経営理念・経営方針、コンプライアンスの徹底・浸透の状況

○ 所属長によるメッセージの発信や職員との個人面談などにより、組織目標

や業務課題などの周知・共有化が図られ、これらによる内部統制の基盤整備
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が進みつつある。

また、機構を取り巻く環境や経営方針等について、わかりやすい資料を作

成して、本支店で説明会を開催した。

職員からの意見も踏まえて、引き続き、様々な手段でのわかりやすいタイ

ムリーな職員への情報発信を継続的に行い、内部統制環境の整備を続けるこ

とを期待する。

○ フラット35対応住宅工事仕様書について、従来の「監修」から「編著」と

して直接的に関わるとともに、各地で住宅事業者への説明会を開催し、併せ

て、本店内に「仕様書サポートダイヤル」を設置するなど、住宅事業者への

対応力の強化とＣＳの向上が図られた。

今後も、機構が保有する技術分野の人的資源について、戦略的な活用を期

待する。

○ 機構の元嘱託職員が、平成20年５月から同年10月までの間の収賄容疑で平

成24年11月に逮捕・起訴されたことは、極めて遺憾であり、平成23年５月の

不祥事に続きこのような事態が発生したことは、機構への国民の信頼に対し

て極めて深刻な影響を与えるものである。

外部有識者３人の委員を含むコンプライアンス委員会において、再発防止

策が策定されたところであるが、平成23年度の事件への対応も含め、再発防

止策の徹底が重要である。

また、個人情報漏えい事案が報告されなかった事案をはじめとして、重大

な事案が複数発生している。これらを踏まえ、機構におけるコンプライアン

スプログラム等による諸施策が十分効果を発揮しているか、また様々な状況

変化の中でコンプライアンスに関する潜在的なリスクの把握ができている

、 、 。か あらためて検証したうえで 的確な対策を講じていくことが重要である

○ 顧客からの苦情については、電子会議室等を通じて役員及び顧客サポート

等管理者への報告が行われているが、現状において、顧客の主張、対応部署

の対応状況の報告にとどまっており、苦情の分析等までは十分に行われてい

ない。

苦情への対応については、事実の把握のみならず、所管部署等において当

該苦情の発生原因を分析し、対応部署による顧客対応が適切であったか否か

について検証を行ったうえで、改善が必要と判断される場合には是正措置を

講じるなど、顧客サポート等の充実やＣＳ向上のための対応として、もう一

歩踏み込んだ組織的な取組が必要である。

○ 個人情報漏えい事案及び事務ミス事案については、機構内部での発生が減

少していることもあり、発生件数全体では平成23年度実績を下回った。とり

わけ、機構内における個人情報漏えい事案は大幅に減少しているが、一方、

、 。）委託先においては 当年度発生件数で平成23年度実績23件(郵便事故を除く

を上回る25件となっている。

委託先に対する事務処理体制の点検の要請、その実施状況の確認等の取組

は行われているものの、引き続き事案の発生状況を注視し、必要に応じて更

なる取組強化に努める必要がある。
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② 役員会等の重要な会議における審議状況、意思決定プロセスの状況

○ 理事長が主宰する役員会においては、役員等メンバーによる多角的な視点

での審議が行われており、理事長はその議論を踏まえて意思決定を行ってい

る。

また、コンプライアンス委員会等の重要な会議においても、的確な審議を

経て意思決定が行われている。

③ 統制の機能状況

○ ＩＴ投資管理の高度化などを目的として、ＩＴ投資管理委員会を設置する

とともに、機構システムに対する標的型攻撃を想定した対策などを打ち出し

ている。

これらは、機構の情報システムに関するリスクを的確に管理していこうと

する適切な取組である。引き続き同委員会の的確な運営と、標的型攻撃対策

など個別対策の効果的な実施を期待する。

○ 住宅融資保険業務に係る事務処理について、顧客情報記載文書の授受確認

やファイル管理方法の見直しによる個人情報の管理の厳格化、取扱金融機関

との書類のやりとりの電子化への転換の推進などの見直しが進められてお

り、事務事故の抑止にも大きな成果を上げている。

これらの取組は、取扱金融機関や顧客からの信用の維持・確保に資するの

みならず、事務の効率化や個人情報の取扱いについての職員への啓発効果も

あり、今後の更なる取組に期待したい。

○ 適切な内部統制の実施のため、内部統制基本方針の実施状況の点検を四半

期毎とするとともに、役員による四半期毎の役員会での業務報告などの取組

が開始された。

しかしながら、内部統制については、元嘱託職員による収賄容疑事案、個

人情報漏えい事案が報告されなかった事案をはじめとして、重大な事案が複

数発生しており、また内部監査でも不備が指摘されるなど多くの課題が顕在

化している。

今後は、各部署において、従来からの取組も含めて現在の取組が真に実効

性を持っているかどうかよく検証し、必要に応じて取組内容について随時見

直しを行うなど、内部統制をより適切なものとしていく必要がある。

○ ＢＩ・管理会計システム導入のＩＴ投資が決定され、開発が進められてい

るが、このシステムは、今後、機構の経営判断を行う際に重要な役割を果た

すことが期待されるものである。

現在、関係部署での検討は進められているが、機構全体の取組として、当

該システムの具体的な活用方法、必要なデータの分析方法などについて、経

営層も含めた十分な議論を行い、経営に十分活用できるよう当該システムを

構築していくことが重要である。

(2) 組織・業務運営

① 証券化支援事業

○ 支店から寄せられる営業現場の情報等については、本店営業部門での共有

化が図られ、これらのうち要望事項については、その内容について検討のう
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え実施の可否について全ての支店にフィードバックされており、また審査に

関する様々な指摘や苦情等については、審査部門との定期的な情報交換が行

われており、必要に応じて個別対応の措置がとられている。

今後も、営業現場での課題解決のため継続的に取り組んでいくことが重要

であり、引き続き関係部署間での緊密な連携のもと、スピード感のある支店

営業への適切な支援に期待する。

○ フラット35の審査について、審査結果に対する顧客の納得感や審査の透明

性を高めるため、審査結果の多様化や再審査の場合の審査対象の見直しなど

の取組が進められている。

顧客目線に沿った取組であり、これらの見直しの円滑な推進と定着が、顧

客等からの照会・苦情の低減に寄与し、機構の審査に対する信頼感の維持・

向上につながることを期待したい。

○ フラット35の不適正案件の発生防止については、金融機関への説明会の実

施や、個別案件に関連する個別金融機関への指導などを行っているところで

あるが、さらに、会計検査院から不適正案件や早期延滞案件の発生の未然防

止策をとるよう指摘されたところである。

これを受けて、必要な措置が講じられたところであるが、今後は、金融機

関の審査状況のモニタリングを的確に行うことなどにより、対応策を確実に

実施していくことが重要である。

○ 上半期のフラット35の申請戸数は、見込と実績に大幅な乖離が生じた。下

半期においても見込と実績に乖離が生じ、目標値の変更が行われたところで

ある。

制度変更などの事情はあったとはいえ、申請戸数の見込は、経営戦略を考

える際の基本となるものであり、このような大幅な乖離の発生は、機構全体

に影響を与える大きな問題である。

見込作成手法の見直しが行われているが、その効果をよく検証し、より精

度の高い見込を作成する態勢とすることが必要である。

② 債権管理業務

○ 債権管理業務は、金融機関に対する取組強化要請や個別債権毎の措置方針

協議など、各支店において延滞債権の削減目標の達成に向けて精力的な取組

が行われた結果、平成24年度の年度目標は全て達成された。

、 、 、なお 中期延滞者への対応が課題であるが 担当者のスキルをさらに高め

顧客の状況を踏まえた上で顧客の納得できる提案を行うという「提案型カウ

ンセリング」の考え方に沿って、的確に対応していくことを期待したい。

○ 買取債権に係る債権管理業務の取組について、本店と首都圏支店との連携

のもと、成績不良のモーゲージバンクに対する研修の集中的な実施、毎月の

督促実施計画の徴求や共同受託サービサーへの働きかけ、モーゲージバンク

間での情報交換会の実施等により、モーゲージバンクの督促業務に対する自

律的な取組姿勢を引き出し、割賦延滞率の大幅な改善を実現した。

地道で継続的な取組により、モーゲージバンクの債権管理業務における日

常行動として定着させることが重要である。



234

○ 平成24年11月の元嘱託職員の逮捕事案を踏まえ、任意売却業務の改善策が

策定されたが、これを機構及び委託先サービサーにおいて組織的・継続的に

実施するとともに、十分なモニタリングを行うことにより、不祥事の再発防

止と、業務の適正性を確保していくことが重要である。

③ 業務の質的向上や効率化を目指した取組

○ Ｗｅｂ会議システムを活用した本支店間の会議による情報伝達・意見交換

などが行われているほか、住宅融資保険業務に係る貸付実行通知書の電子化

の推進、フラット35対応住宅工事仕様書の「仕様書サポートダイヤル」の設

置、適合証明業務システムの導入など、業務の質的向上や効率化を意識した

取組が行われている。

また、ＢＩ・管理会計システムの構築、顧客との双方向のコミュニケーシ

ョンの充実策としてのインターネットを活用した繰上返済の仕組の構築、管

理回収業務に係る回送文書のＰＤＦ化、ワークフローシステムを活用した人

事考課システムの構築などが今後の実施に向けて検討されている。

引き続き各部署において、業務や事務処理の有効性・効率性に着目した不

断の見直しが行われることを期待する。

○ 「わかりやすい文書」の作成は引き続き重要な課題であり 「法人文書作、

成の手引」の配布、有識者講演会、各種研修などの取組や、取組強化月間を

設けての個別文書に対する具体的な指示など様々な取組が積極的に行われて

いる。

各文書作成部署は、当事者意識を持ち、これらの取組の内容を文書作成に

生かすとともに、併せて、お客様向けの各種お知らせなどのわかりやすさの

向上にも努めていく必要がある。

また、担当部署では取組の効果をよく検証し、機構全体として具体的な成

果に着実に結びつけていくことが必要である。

④ その他の重要事項

○ 機構のＣＳＲ活動をディスクロージャー誌で取り上げ、東日本大震災の復

興支援、地球環境問題への対応、国際貢献・地域貢献の具体的な取組が紹介

された。

今後は、他の公的機関や民間企業の取組状況も踏まえながら、ＣＳＲにつ

いて、機構内での認識を深めるとともに、さらにどのような取組ができるか

を検討し実行していくことを期待したい。

○ 東日本大震災への対応については、本店と東北支店が中心となり、引き続

き被災者向けの融資の実施、必要な債権管理上の対応などを行っている。ま

た、防災集団移転促進事業での抵当権抹消に係る対応については、市町村、

金融機関と調整のうえ金融機関共通の事務処理スキームをまとめており、こ

れは今後の事業の円滑な実施に資することが期待される。

さらに、東北支店と地域の関係団体とが協力して作成した冊子「地域型復

興住宅」は、再建住宅の標準プランや工事費などを紹介することにより被災

者から好評を得ており、地域事業者による受注や機構融資の利用促進につな

がることが期待される。
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引き続き機構のミッションとして、被災地の早期復興に向けた積極的な取

組に期待する。

○ 首都直下地震などの大規模災害対応については、ＢＣＰ（事業継続計画）

に基づき、災害訓練、備蓄体制、各種シミュレーションに基づく対応、シス

テムの基盤確保などについて、徐々に実践的な備えが整いつつある。

しかしながら、地域全体での帰宅困難者収容対策、コールセンター機能の

確保など、課題も多く残されていることから 「想定外」ということがない、

よう、引き続きあらゆる観点を踏まえた対策が必要である。

○ 賃貸住宅融資については、融資金利の見直しやサービス付き高齢者向け賃

貸住宅融資についての「取組指針」の策定、重点取組事項の支店等への提示

などの対応がとられてきてはいるものの、平成24年度の受理実績は、厳しい

状況になっている。

現行の賃貸住宅融資制度を適切に維持し、また政策的意義の高い事業を着

実に実施して機構のミッションを果たしていくためにも、引き続き的確な審

査を行いつつ、受理の伸張に向けた着実な取組を行うことが重要である。

○ 女性の活躍促進は国としての重要な課題であり、平成24年６月に政府で決

定した『 女性の活躍促進による経済活性化」行動計画～働く「なでしこ」「

大作戦～』を踏まえて、主務省からもポジティブ・アクションの取組を進め

ることなどの要請を受けているところであるが、次世代育成支援の取組の深

化も含めて、公的な組織である機構として、積極的に取り組んでいくことが

重要である。

(3) 既往指摘事項への対応状況

、 、 、平成24年９月 同年10月 平成25年１月及び同年２月の本店業務監査において

平成23年度業務監査結果 に関係する事項及び 平成24年度業務監査結果 中「 」 「 」［

間とりまとめ］に関係する事項への対応状況を確認した。

これらのうち、今後も継続した取組が必要な課題については、平成25年３月の

業務監査結果報告において、更なる取組が必要として改めて指摘した。

所管部署においては、各課題について重要性を再確認し、スピード感を持って

的確に取り組んでいただきたい。

Ⅲ 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針等に定められた監査

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月７日閣議決定）等に

おいて、監事による監査が次のとおり定められたこと等を踏まえ、機構の講ずべき措

置が適切に実施されているかどうかについて監査した。

○ 随意契約の見直し

随意契約見直し計画の実施状況を含む入札及び契約の適正な実施について、監事及び会

計監査人による監査、評価委員会による事後評価において、それぞれ厳正にチェックす

る。
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○ 保有資産の見直し

保有資産の見直しの状況については、監事による監査、評価委員会による事後評価にお

いて、それぞれ適切にチェックする。

○ 給与水準の適正化等

給与水準に関して、十分国民の理解が得られる説明がなされているか等の観点から、監

事による監査、評価委員会による事後評価において、それぞれ厳格にチェックする。

○ 関連法人等との人・資金の流れの在り方

随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況、情報開示の状況について、監事及び会計

監査人による監査で厳格にチェックするとともに、評価委員会において事後評価を行う。

○ 独立行政法人が支出する会費の見直し

監事は、会費の支出について、見直し方針の趣旨を踏まえ十分な精査を行う。

○ 支店体制の配置等の見直し

業務量に応じた効率的・効果的な体制となっているかの観点から検討が進んでいるかチ

ェックする。

１ 随意契約の見直し

平成22年６月に策定した「随意契約等見直し計画」に基づき、契約が実施されて

いることを確認するとともに、監事も委員となっている契約監視委員会での点検も

行われており、契約の状況は適正なものと判断した。

また、平成23年度に引き続き、入札及び契約の適正化に関する書面監査を実施し

ているが、平成24年４月から平成25年３月までに監査した契約は適正であると判断

した。

２ 保有資産の見直し(宿舎の削減方策の検討状況を含む）

売却予定の３宿舎及び「公庫総合運動場」について、処分を行うための準備を着

実に進めていることを確認した。

また 「国家公務員宿舎の削減計画」を踏まえた職員宿舎の見直しに関する実施、

計画は、平成24年12月14日に行政改革実行本部によって公表されていることを確認

した。

３ 給与水準の適正化等

役員の報酬及び職員の給与等の水準の適正化等については、平成24年９月27日、

平成25年６月７日及び同年６月14日に担当部署に説明を求め、個別インタビューを

実施した。

平成24年度における当該水準の適正化については、独立行政法人通則法第30条第

１項の規定により財務大臣及び国土交通大臣の認可を受けた中期計画に定めるとこ

ろにより、所定の削減を着実に進めているものと判断した。

平成24年度における当該水準の公表方法等については、総務大臣の定めるところ

に従っており、適正なものと判断した。

なお 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に基づく国家公務、
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員の給与の見直しに準じた減額措置については、平成24年４月支給分から実施して

いる。

４ 関連法人等との人・資金の流れの在り方

随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況については、平成20年１月以降、上

記１の監査の中で併せて監査している。

平成24年４月から平成25年３月までに監査した関連法人随意契約案件は、すべて

適正な随意契約が締結されているものと判断した。

また、情報開示の対象となる契約案件は、すべて機構ホームページで公表してお

り、適正に処理されているものと判断した。

５ 独立行政法人が支出する会費の見直し

平成24年４月から平成25年３月までに点検した支出案件については、会費を支出

、 、しなければならない必要性が真にあるか 支出に見合った便益が与えられているか

支出する場合であっても、金額・口数・種別等が必要最低限のものとなっているか

の観点から必要性を厳格に精査した。

、 、 、また 公表の状況については 当該支出状況は機構ホームページで公表しており

適正に処理されているものと判断した。

６ 支店体制の配置等の見直し

、「 、第二期中期目標において 全国を11ブロックに分けている現在の体制について

業務量に応じた効率的・効果的な体制となるよう統廃合を含めた配置等の見直しを

」 、 。進めること とされており これを踏まえ着実に検討を進めていることを確認した

以上


